○知事から意見聴取があった議案一覧
【事件議決案（２件）】
	番号


	件　　　　　名
	概　　　　　　　　　　要
	備　　　　考

	１
	工事請負契約締結の件（大阪府立成城高等学校校舎棟改築工事）
	大阪府立成城高等学校校舎棟改築工事請負契約
契約金額　１０億６，３８０万円

請 負 者　株式会社旭工建

工事内容　耐震対策のための校舎棟改築工事


	　　　―

	２
	大阪府公立高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励費貸付金に関する債権放棄の件
	大阪府公立高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励費貸付金の債務者に対して、大阪府が有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。

件　　数：７件

金　　額：２４６，０００円及び

当該貸付金に係る遅延損害金
	2月16日の教育委員会会議において報告した内容から変更なし


【条例案（１１件）】
	番号


	件　　　　　名
	概　　　　　　　　　　要
	備　　　　考

	１
	大阪府青少年健全育成条例一部改正の件
	１　いわゆる「ＪＫビジネス」に関し、有害役務営業を定義し、これに必要な規制を行うとともに、立入調査の権限及び義務違反者に対する罰則を設ける。

　〔主な改正内容〕

　・有害役務営業者に対し、青少年を接客業務に従事させることや青少年を客として立ち入らせることを禁止する。

・何人も、青少年に対し有害役務営業の接客業務に従事するよう勧誘することや有害役務営業の客となるよう勧誘すること等を禁止する。

・有害役務営業者に対し、青少年の営業所への立入りを禁止する旨を広告に明示することや営業所入口に掲示することのほか、従業者名簿の備付け及び保存を義務付ける。

施行日：平成３０年７月１日

２　青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律の改正に伴い、フィルタリング手続に係る規制について、対象事業者を携帯電話事業者に加えて契約代理店まで拡大する等の改正を行う。

施行日：平成３０年４月１日

	大阪府は、府教育庁や府警察等と連携し、教育及び啓発活動の推進に努める。

	２
	知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例一部改正の件
	一般職との均衡を考慮し、副知事の期末手当の支給割合を改める。
　　〔改正前〕３．８５月
　　〔改正後〕３．９５月
　　　施行日：平成３０年４月１日
	教育長の期末手当が影響を受ける。

	３
	職員の特殊勤務手当に関する条例一部改正の件
	１　国家公務員について、特定大規模災害に対処するための業務に従事した場合等の特殊勤務手当に関する規定が追加されたことに伴い、同趣旨の規定を追加する。
　・死体の取扱いに関する業務
１日　１，０００円を超えない範囲内において人事委員会規則で定める額　等
施行日：公布の日
２　国税犯則取締法の廃止により、規定の整備（条項ずれ是正等）を行う。
施行日：平成３０年４月１日
	教育委員会を含む大阪府全体に関すもの

	４
	職員の管理職手当の特例に関する条例一部改正の件
	財政状況を踏まえ、職員の管理職手当の時限的減額を行う特例期間の終期を平成３０年３月３１日から平成３１年３月３１日に延長する。
施行日：平成３０年４月１日
	教育委員会を含む大阪府全体に関すもの

	５
	知事等の給料及び期末手当の特例に関する条例一部改正の件
	財政状況を踏まえ、知事、副知事等の給料及び期末手当の時限的減額を行う特例期間の終期を平成３０年３月３１日から平成３１年３月３１日に延長する。
施行日：平成３０年４月１日
	教育長の給料及び期末
手当の減額の延長

	６
	大阪府職員基本条例一部改正の件
	八尾市の中核市移行に伴い、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく府費負担教職員の研修事務を同市が処理することから、研修の規定については、同市が設置する学校の府費負担教職員には適用しないこととする。
　　　　施行日：平成３０年４月１日
	　　　

　　　　―

	７
	大阪府福祉行政事務に係る事務処理の特例に関する条例一部改正の件
	就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の改正により、幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定等の事務について都道府県から指定都市及び中核市へ移譲されることに伴い、当該事務を指定都市及び中核市が処理することとしている規定を削除する。

施行日：平成３０年４月１日

（福祉部と共管）
	2月16日の教育委員会会議において報告した内容から変更なし

	８
	大阪府認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営に関する基準を定める条例一部改正の件
	幼稚園教育要領等の改正に伴い、規定の整備（条項ずれ是正等）を行う。

施行日： 平成３０年４月１日ほか

（福祉部と共管）
	2月16日の教育委員会会議において報告した内容から変更なし

	９
	大阪府立学校条例一部改正の件
	１　府立学校の児童及び生徒の数の変動に伴う学級数の増減並びに国の定数改善等に伴い、府立学校の職員の定数を改正する。

・中学校　　　　　　１４人 → 　　 １７人

・高等学校　　９，８１０人 →９，５２５人

・特別支援学校 ５，５７３人 →５，５０７人

施行日：平成３０年４月１日

２　地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく学校運営協議会を設置することに伴い、本条例に基づいて設置している学校協議会を廃止等する。

施行日：平成３０年４月１日

３　大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画に基づき、大阪府立和泉総合高等学校及び大阪府立成美高等学校の学科を改編する。
施行日：平成３０年４月１日

４　大阪府立大手前高等学校、大阪府立高津高等学校、大阪府立豊中高等学校、大阪府立茨木高等学校、大阪府立四條畷高等学校、大阪府立生野高等学校、大阪府立三国丘高等学校及び大阪府立岸和田高等学校において、全日制普通科の募集を停止し、文理学科のみの募集としたことに伴う所要の改正を行う。

施行日：平成３０年４月１日

５　大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画に基づき、大阪府立柏原東高等学校及び大阪府立長野北高等学校を閉校する。

施行日：規則で定める日
	2月16日の教育委員会会議において報告した内容から変更なし

	10
	府費負担教職員定数条例一部改正の件
	政令市を除く市町村立学校の児童及び生徒の数の変動に伴う学級数の増減並びに国の定数改善等に伴い、府費負担教職員の定数を改正する。

・小 学 校（義務教育学校の前期課程を含む。）

１７，２８９人 → 　１７，４８０人

・中 学 校（義務教育学校の後期課程を含む。）

１０，２７３人 → 　１０，１０４人

・高等学校          

２５人 　　　　→ 　２４人

・　特別支援学校

１５人 　　　　→　 １５人

施行日：平成３０年４月１日
	2月16日の教育委員会会議において報告した内容から変更なし

	11
	大阪府文化財保護法に基づく事務に係る事務処理の特例に関する条例一部改正の件


	八尾市の中核市移行に伴い、文化財保護法に基づく事務の一部を同市が処理することとなるため、同市が処理することとなる事務について、規定の整備を行う。

施行日： 平成３０年４月１日
	2月16日の教育委員会会議において報告した内容から変更なし


 ○議会から意見聴取があった議案一覧
【条例案（１件）】
	１
	大阪府文化財保護法に基づく事務に係る事務処理の特例に関する条例一部改正の件


	八尾市の中核市移行に伴い、文化財保護法に基づく事務の一部を同市が処理することとなるため、同市が処理することとなる事務について、規定の整備を行う。

施行日： 平成３０年４月１日
	上記１１と同じ件


17

